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（単位：百万円）

16,496 233

現 金 0 定 期 預 金 233

預 け 金 16,496 433,800

234,894 8,315

1,019,740 1,162,800

国 債 527,945 借 入 金 1,162,800

地 方 債 151,896 53

社 債 316,593 10,556

株 式 4 未 払 法 人 税 等 31

そ の 他 の 証 券 23,301 未 払 費 用 449

364,546 前 受 収 益 3

手 形 貸 付 690 リ ー ス 債 務 2

証 書 貸 付 363,455 そ の 他 の 負 債 10,068

当 座 貸 越 400 28

1,479 28

未 収 収 益 1,326 15

そ の 他 の 資 産 152 1,615,831

131

建 物 75 14,000

リ ー ス 資 産 2 3,932

その他の有形固定資産 53 資 本 準 備 金 3,932

221 3,156

ソ フ ト ウ ェ ア 221 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,156

その他の無形固定資産 0 繰 越 利 益 剰 余 金 3,156

233 21,089

△ 1,825 △ 1,001

△ 1,001

20,087

1,635,918 1,635,918

第 13 期　　中　間　決　算　公　告

負 債 の 部 合 計

信 託 勘 定 借

金 額

借 用 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

賞 与 引 当 金

コ ー ル マ ネ ー

預 金

債券貸借取引受入担保金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金貸 倒 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

現 金 預 け 金

債券貸借取引支払保証金

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

そ の 他 負 債

金 額

東京都中央区茅場町一丁目2番4号

日 証 金 信 託 銀 行 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 古 舘 直 人

中間貸借対照表（平成22年9月30日現在）
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（単位：百万円）

2,227 
150 

1,914 
583 

1,243 
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52 
24 
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14 
14 

147 
147 

0 
0 

1,653 
1,038 

0 
350 
11 
40 

632 
4 

37 
37 

155 
1 

153 
415 

5 
5 

574 

682 

682 

1,256 
0 

0 
1,256 

中間損益計算書

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息

国 債 等 債 券 売 却 益

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

コ ー ル ロ ー ン 利 息

そ の 他 業 務 収 益

金 額

経 常 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

科 目

資 金 運 用 収 益

預 金 利 息

そ の 他 の 経 常 収 益

そ の 他 経 常 収 益

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 の 支 払 利 息

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

借 用 金 利 息

コ ー ル マ ネ ー 利 息

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

そ の 他 の 経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 の 業 務 費 用

中 間 純 利 益

法 人 税 等 合 計

特 別 利 益

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

平成 22 年 9 月 30 日 ま で

平 成 22 年 4 月 1 日 か ら

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 経 費

税 引 前 中 間 純 利 益

そ の 他 経 常 費 用

売 現 先 利 息

国 債 等 債 券 売 却 損
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
1  有 価 証 券 の 評 価 基 準 及 び 評 価 方 法 は 、 そ れ ぞ れ 次 の と お り で あ り ま す 。  

満 期 保 有 目 的 債 券  移 動 平 均 法 に よ る 償 却 原 価 法（ 定 額 法 ）に よ っ て 行 っ

て お り ま す 。  
そ の 他 有 価 証 券   
 時 価 の あ る も の  中 間 決 算 日 の 市 場 価 格 等 に 基 づ く 時 価 法 に よ り 行 っ

て お り ま す 。  
評 価 差 額 は 全 部 純 資 産 直 入 法 に よ り 処 理 し 、売 却 原 価

は 移 動 平 均 法 に よ り 算 定 し て お り ま す 。  
 時 価 を 把 握 す る こ と が

極 め て 困 難 と 認 め ら れ

る も の  

移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 に よ り 行 な っ て お り ま す 。  

 

2  固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法  

（ 1） 有 形 固 定 資 産 （ リ ー ス 資 産 を 除 く ）  
有 形 固 定 資 産 は 、定 率 法（ た だ し 、建 物（ 建 物 附 属 設 備 を 除 く 。）に つ い て は 定 額 法 ）を

採 用 し 、 年 間 減 価 償 却 費 見 積 額 を 期 間 に よ り 按 分 し 計 上 し て お り ま す 。  
ま た 、 主 な 耐 用 年 数 は 次 の と お り で あ り ま す 。  
建  物  3 年 ～ 46 年  
そ の 他  3 年 ～ 20 年  

（ 2） 無 形 固 定 資 産 （ リ ー ス 資 産 を 除 く ）  
無 形 固 定 資 産 は 、 定 額 法 に よ り 償 却 し て お り ま す 。  

 な お 、 自 社 利 用 の ソ フ ト ウ ェ ア に つ い て は 、 社 内 に お け る 利 用 可 能 期 間 （ 5 年 ） に 基 づ

い て 償 却 し て お り ま す 。  
（ 3） リ ー ス 資 産  

所 有 権 移 転 外 フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に 係 る 「 有 形 固 定 資 産 」 中 の リ ー ス 資 産 は 、 リ

ー ス 期 間 を 耐 用 年 数 と し た 定 額 法 に よ っ て お り ま す 。 な お 、 残 存 価 額 に つ い て は 、 リ ー ス

契 約 上 に 残 存 保 証 の 取 決 め が あ る も の は 当 該 残 存 保 証 額 と し 、 そ れ 以 外 の も の は 零 と し て

お り ま す 。  
 

3  引 当 金 の 計 上 基 準  

（ 1） 貸 倒 引 当 金  
貸 倒 引 当 金 は 、 予 め 定 め て い る 償 却 ・ 引 当 基 準 に 則 り 、 次 の と お り 計 上 し て お り ま す 。  

「 銀 行 等 金 融 機 関 の 資 産 の 自 己 査 定 並 び に 貸 倒 償 却 及 び 貸 倒 引 当 金 の 監 査 に 関 す る 実 務 指

針 」（ 日 本 公 認 会 計 士 協 会 銀 行 等 監 査 特 別 委 員 会 報 告 第 4 号 ）に 規 定 す る 正 常 先 債 権 及 び 要

注 意 先 債 権 に 相 当 す る 債 権 に つ い て は 、 一 定 の 種 類 ご と に 分 類 し 、 過 去 の 一 定 期 間 に お け

る 各 々 の 貸 倒 実 績 等 か ら 算 出 し た 予 想 損 失 率 に 基 づ き 引 き 当 て る こ と に し て お り ま す 。 破

綻 懸 念 先 債 権 に 相 当 す る 債 権 に つ い て は 、 債 権 額 か ら 担 保 の 処 分 可 能 見 込 額 及 び 保 証 に よ

る 回 収 可 能 見 込 額 を 控 除 し 、 そ の 残 額 の う ち 必 要 と 認 め る 額 を 引 き 当 て る こ と に し て お り

ま す 。 破 綻 先 債 権 及 び 実 質 破 綻 先 債 権 に 相 当 す る 債 権 に つ い て は 、 債 権 額 か ら 、 担 保 の 処

分 可 能 見 込 額 及 び 保 証 に よ る 回 収 可 能 見 込 額 を 控 除 し た 残 額 を 引 き 当 て る こ と に し て お り

ま す 。  
 す べ て の 債 権 は 、 資 産 の 自 己 査 定 基 準 に 基 づ き 、 営 業 関 連 部 署 が 一 次 査 定 、 責 任 部 署 で

あ る 審 査 室 が 二 次 査 定 を 実 施 し 、 当 該 部 署 か ら 独 立 し た 資 産 監 査 部 署 が 査 定 結 果 を 監 査 し

て お り 、 そ の 査 定 結 果 に 基 づ い て 上 記 の 引 当 を 行 っ て お り ま す 。  
（ 2） 賞 与 引 当 金  

賞 与 引 当 金 は 、 従 業 員 へ の 賞 与 の 支 払 に 備 え る た め 、 従 業 員 に 対 す る 賞 与 の 支 給 見 込 額

の う ち 、 当 中 間 期 に 帰 属 す る 額 を 計 上 し て お り ま す 。  
（ 3） 退 職 給 付 引 当 金  

退 職 給 付 引 当 金 は 、 従 業 員 の 退 職 給 付 に 備 え る た め 、 当 期 末 に お け る 退 職 給 付 債 務 の 見

込 額 に 基 づ き 、 当 中 間 期 末 に お い て 発 生 し て い る と 認 め ら れ る 額 を 計 上 し て お り ま す 。  
（ 4） 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 は 、 役 員 の 退 職 慰 労 金 の 支 出 に 備 え て 、 内 規 に 基 づ く 当 中 間 期 末 要
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支 給 額 を 計 上 し て お り ま す 。 な お 、 平 成 20 年 6 月 27 日 開 催 の 取 締 役 会 に お い て 役 員 退 職

慰 労 金 制 度 を 廃 止 し て お り ま す 。 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 は 、 制 度 廃 止 日 に 在 任 し 、 か つ 、 当

中 間 期 末 に 在 任 し て い る 役 員 に 対 す る 支 給 見 込 額 で あ り ま す 。  
（ 5） リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法  

所 有 権 移 転 外 フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 の う ち 、 リ ー ス 取 引 開 始 日 が 平 成 20 年 4 月 1
日 前 に 開 始 す る 事 業 年 度 に 属 す る も の に つ い て は 、 通 常 の 賃 貸 借 取 引 に 準 じ た 会 計 処 理 に

よ っ て お り ま す 。  
（ 6） ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法  

金 利 リ ス ク に 対 す る ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 は 、 金 融 商 品 に 関 す る 会 計 基 準 等 に 規 定 す る 金 利

ス ワ ッ プ の 特 例 処 理 に よ っ て お り ま す 。  
（ 7） 消 費 税 等 の 会 計 処 理  

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 会 計 処 理 は 、 税 抜 方 式 に よ っ て お り ま す 。  
た だ し 、固 定 資 産 に 係 る 控 除 対 象 外 消 費 税 額 等 は 、当 中 間 期 の 費 用 に 計 上 し て お り ま す 。  

 
 
注記事項  
 
（中間貸借対照表関係）  
1  記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。  
2  現 金 担 保 付 債 券 貸 借 取 引 お よ び 現 先 取 引 に よ り 差 入 れ て い る 有 価 証 券 が 、 国 債 に 8 ,460 百

万 円 含 ま れ て お り ま す 。ま た 、現 金 担 保 付 債 券 貸 借 取 引 に よ り 受 け 入 れ て い る 有 価 証 券 の う

ち 、売 却 ま た は 担 保 と い う 方 法 で 自 由 に 処 分 で き る 権 利 を 有 す る 有 価 証 券 で 、担 保 に 差 入 れ

て い る 有 価 証 券 は 、 234,515 百 万 円 で あ り ま す 。  

 

3  貸 出 金 の う ち 、 破 綻 先 債 権 額 は 949 百 万 円 で あ り ま す 。  
 な お 、破 綻 先 債 権 と は 、元 本 又 は 利 息 の 支 払 の 遅 延 が 相 当 期 間 継 続 し て い る こ と そ の 他 の

事 由 に よ り 元 本 又 は 利 息 の 取 立 て 又 は 弁 済 の 見 込 み が な い も の と し て 未 収 利 息 を 計 上 し な

か っ た 貸 出 金 の う ち 、法 人 税 法 施 行 令（ 昭 和 40 年 政 令 第 97 号 ）第 96 条 第 1 項 第 3 号 の イ

か ら ホ ま で に 掲 げ る 事 由 又 は 同 項 第 4 号 に 規 定 す る 事 由 が 生 じ て い る 貸 出 金 で あ り ま す 。  
4  貸 出 金 の う ち 、 貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 は 946 百 万 円 で あ り ま す 。  

 な お 、貸 出 条 件 緩 和 債 権 と は 、債 務 者 の 経 営 再 建 又 は 支 援 を 図 る こ と を 目 的 と し て 、金 利

の 減 免 、利 息 の 支 払 猶 予 、元 本 の 返 済 猶 予 、債 権 放 棄 そ の 他 の 債 務 者 に 有 利 と な る 取 決 め を

行 っ た 貸 出 金 で 破 綻 先 債 権 、延 滞 債 権 及 び 3 ヶ 月 以 上 延 滞 債 権 に 該 当 し な い も の で あ り ま す 。 
5  破 綻 先 債 権 額 、 延 滞 債 権 額 、 3 ヶ 月 以 上 延 滞 債 権 額 及 び 貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 の 合 計 額 は 、

1,896 百 万 円 で あ り ま す 。  
 な お 、 3 か ら 5 に 掲 げ た 債 権 額 は 、 貸 倒 引 当 金 控 除 前 の 金 額 で あ り ま す 。  

6  ロ ー ン ・ パ ー テ ィ シ ペ ー シ ョ ン で 、 平 成 7 年 6 月 1 日 付 日 本 公 認 会 計 士 協 会 会 計 制 度 委 員

会 報 告 第 3 号 に 基 づ い て 、原 債 務 者 に 対 す る 貸 出 金 と し て 会 計 処 理 し た 参 加 元 本 金 額 の う ち 、

中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額 は 、 2 ,249 百 万 円 で あ り ま す 。  
7  担 保 に 供 し て い る 資 産 は 次 の と お り で あ り ま す 。  

 担 保 に 供 し て い る 資 産  
有 価 証 券  978 ,768 百 万 円

貸 出 金  254 ,811 百 万 円

取 得 担 保  234 ,515 百 万 円

担 保 資 産 に 対 応 す る 債 務  

コ ー ル マ ネ ー  277 ,000 百 万 円

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  8 ,315 百 万 円

借 用 金  968 ,300 百 万 円

 この他、信託業法第 11 条に規定する供託金として、有価証券 24 百万円を差し入れております。  
8  当 座 貸 越 契 約 及 び 貸 付 金 に 係 る コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 契 約 は 、 顧 客 か ら の 融 資 実 行 の 申 し

出 を 受 け た 場 合 に 、契 約 上 規 定 さ れ た 条 件 に つ い て 違 反 が な い 限 り 、一 定 の 限 度 額 ま で 資 金

を 貸 付 け る こ と を 約 す る 契 約 で あ り ま す 。 こ れ ら の 契 約 に 係 る 融 資 未 実 行 残 高 は 、 12,000
百 万 円 で あ り ま す 。 こ の う ち 原 契 約 期 間 が 1 年 以 内 の も の が 11 ,000 百 万 円 、 1 年 超 の も の

が 1 ,000 百 万 円 で あ り ま す 。

 な お 、こ れ ら の 契 約 の 多 く は 、融 資 実 行 さ れ ず に 終 了 す る も の で あ る た め 、融 資 未 実 行 残
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高 そ の も の が 必 ず し も 当 社 の 将 来 の キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー に 影 響 を 与 え る も の で は あ り ま せ ん 。

こ れ ら の 契 約 の 多 く に は 、金 融 情 勢 の 変 化 、債 権 の 保 全 及 び そ の 他 相 当 の 事 由 が あ る と き は 、

当 社 が 実 行 申 し 込 み を 受 け た 融 資 の 拒 絶 又 は 契 約 極 度 額 の 減 額 を す る こ と が で き る 旨 の 条

項 が 付 け ら れ て お り ま す 。ま た 、契 約 時 に お い て 必 要 に 応 じ て 不 動 産・有 価 証 券 等 の 担 保 を

徴 求 す る ほ か 、 契 約 後 も 定 期 的 に 予 め 定 め て い る 社 内 手 続 に 基 づ き 顧 客 の 業 況 等 を 把 握 し 、

必 要 に 応 じ て 契 約 の 見 直 し 、 与 信 保 全 上 の 措 置 等 を 講 じ て お り ま す 。  
9  有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額   88 百 万 円  

10  1 株 当 た り 純 資 産 額    50 ,218 円 36 銭  

11  単 体 自 己 資 本 比 率 （ 国 内 基 準 ）   23 .01％  

 

（中間損益計算書関係）  
1  記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。  

2  1 株 当 た り 中 間 純 利 益 金 額   3 ,140 円 52 銭  

 
（金融商品関係）  
金融商品の時価に関する事項  
 

平 成 22 年 9 月 30 日 に お け る 中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額 、 時 価 お よ び こ れ ら の 差 額 は 、 次 の と お

り で あ り ま す 。 な お 、 時 価 を 把 握 す る こ と が 極 め て 困 難 と 認 め ら れ る 非 上 場 株 式 等 は 、 次 表 に

は 含 め て お り ま せ ん 。（ 注 2 参 照 ）  
 

 （ 単 位：百 万 円 ） 

 中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価 差 額  

現 金 預 け 金  1 6 , 4 9 6  1 6 , 4 9 6  －  
債 券 貸 借 取 引  
支 払 保 証 金  2 3 4 , 8 9 4  2 3 4 , 8 9 4  －  

有 価 証 券 (※ ) 1 , 0 1 8 , 9 6 3  1 , 0 2 0 , 7 1 6  1 , 7 5 2  

貸 出 金 (※ ) 3 6 4 , 5 4 6    

貸 倒 引 当 金  △ 1 , 4 0 7    

 3 6 3 , 1 3 8  3 6 3 , 1 3 8  －  

資 産 計  1 , 6 3 3 , 4 9 3  1 , 6 3 5 , 2 4 5  1 , 7 5 2  

預 金  2 3 3  2 3 3  －  

コ ー ル マ ネ ー  4 3 3 , 8 0 0  4 3 3 , 8 0 0  －  
債 券 貸 借 取 引  
受 入 担 保 金  8 , 3 1 5  8 , 3 1 5  －  

借 用 金  1 , 1 6 2 , 8 0 0  1 , 1 6 2 , 8 2 8  2 8  

信 託 勘 定 借  5 3  5 3  －  

負 債 計  1 , 6 0 5 , 2 0 1  1 , 6 0 5 , 2 3 0  2 8  
（ ※ ） 貸 出 金 に 対 応 す る 一 般 貸 倒 引 当 金 お よ び 個 別 貸 倒 引 当 金 を 控 除 し て お り ま す 。  

有 価 証 券 に 対 す る 貸 倒 引 当 金 に つ い て は 、 重 要 性 が 乏 し い た め 中 間 貸 借 対 照 表 計 上

直 接 減 額 し て お り ま す 。  
な お 、

額 か ら
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注 1. 金融商品の時価の算定方法  
資  産  

( 1 )  現 金 預 け 金 及 び 債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  
現 金 預 け 金 及 び 債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 に つ い て は 、 全 て 短 期 で あ る た め 時 価 は 帳

簿 価 額 と 近 似 し て い る こ と か ら 、 当 該 帳 簿 価 額 に よ っ て お り ま す 。  

( 2 )  有 価 証 券  
債 券 等 は 、 取 引 所 の 価 格 ま た は 業 界 団 体 お よ び ブ ロ ー カ ー 等 か ら 入 手 し た 価 格 を も

っ て 時 価 と し て お り ま す 。  
変 動 利 付 国 債 の 合 理 的 に 算 定 さ れ た 価 額 は 、 情 報 ベ ン ダ ー で あ る ㈱ QUICK か ら 入 手

し た 価 格 を 適 用 し て お り ま す 。㈱ QUICK の 採 用 し て い る 理 論 値 モ デ ル は 、フ ォ ワ ー ド

レ ー ト ・ プ ラ イ シ ン グ ・ モ デ ル で あ り 、 国 債 ス ポ ッ ト レ ー ト お よ び ス ワ ッ プ シ ョ ン ・

ボ ラ テ ィ リ テ ィ を 価 格 決 定 変 数 と し て お り ま す 。  
な お 、 保 有 目 的 ご と の 有 価 証 券 に 関 す る 注 記 事 項 に つ い て は 「（ 有 価 証 券 関 係 ）」 に

記 載 し て お り ま す 。  

( 3 )  貸 出 金  
貸 出 金 の う ち 変 動 金 利 に よ る も の は 、 短 期 間 で 市 場 金 利 を 反 映 す る た め 、 貸 出 先 の

信 用 状 態 が 実 行 後 大 き く 異 な っ て い な い 限 り 、 時 価 は 帳 簿 価 額 と 近 似 し て い る こ と か

ら 当 該 帳 簿 価 額 に 基 づ い て 時 価 を 算 定 し て お り ま す 。  
破 綻 懸 念 先 、 実 質 破 綻 先 お よ び 破 綻 先 等 債 権 に つ い て は 、 担 保 お よ び 保 証 に よ る 回

収 可 能 見 込 額 等 に 基 づ い て 貸 倒 見 積 高 を 算 定 し て い る た め 、 時 価 は 決 算 日 に お け る 中

間 貸 借 対 照 表 価 額 か ら 現 在 の 貸 倒 見 積 高 を 控 除 し た 金 額 に 近 似 し て い る た め 、 当 該 価

額 を も っ て 時 価 と し て お り ま す 。  
 

負  債  

( 1 )  預 金 、 コ ー ル マ ネ ー 、 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 及 び 信 託 勘 定 借  
全 て 短 期 で あ る た め 、 時 価 は 帳 簿 価 額 と 近 似 し て い る こ と か ら 、 当 該 帳 簿 価 額 を 時

価 と し て お り ま す 。  

( 2 )  借 用 金  
借 用 金 の う ち 変 動 金 利 に よ る も の は 、 短 期 間 で 市 場 金 利 を 反 映 し 、 ま た 当 社 の 信 用

状 態 は 実 行 後 大 き な 変 動 は な い こ と か ら 、 時 価 は 帳 簿 価 額 と 近 似 し て い る と 考 え ら れ

る た め 、 当 該 帳 簿 価 額 を 時 価 と し て お り ま す 。 ま た 固 定 金 利 に よ る も の は 、 一 定 の 期

間 毎 に 区 分 し た 当 該 借 用 金 の 元 利 金 の 合 計 額 を 同 様 の 借 入 に お い て 想 定 さ れ る 利 率 で

割 引 い て 時 価 算 定 を 行 っ て お り ま す 。  
 
注 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、  

金融商品の時価情報の「有価証券」には含まれておりません。  
 

 （ 単 位 ： 百 万 円 ）

区 分
中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額

非 上 場 株 式 4  

出 資 金 3 6 7  

合 計 3 7 1  
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（有価証券関係）  
中 間 貸 借 対 照 表 の 「 有 価 証 券 」 の ほ か 、「 現 金 預 け 金 」 中 の 譲 渡 性 預 け 金 が 含 ま れ て お り ま す 。 

 
1  満 期 保 有 目 的 の 債 券 で 時 価 の あ る も の （ 平 成 22 年 9 月 30 日 現 在 ）  

（ 単 位 ： 百 万 円 ）

 種 類  中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価  差 額

国 債  39 ,875 41,200  1 ,325

社 債  7 ,016 7 ,208  192

そ の 他  22 ,528 22,763  235

時 価 が 中 間 貸 借

対 照 表 計 上 額 を

超 え る も の  

合 計  69 ,420 71,172  1 ,752

 
2  そ の 他 有 価 証 券 で 時 価 の あ る も の （ 平 成 22 年 9 月 30 日 現 在 ）  

（ 単 位 ： 百 万 円 ）

 種 類  中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額
取 得 原 価  差 額

債 券  545 ,970 545,803  166

（ 国 債 ）  248 ,138 248,114  23

（ 地 方 債 ）  83 ,484 83,446  37

（ 社 債 ）  214 ,347 214,242  104

そ の 他  15 ,002 15,000  2

 

中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額 が 取 得 原

価 を 超 え る も の  

小 計  560 ,973 560,803  169

債 券  403 ,572 403,652  △ 80

（ 国 債 ）  239 ,930 239,950  △ 19

（ 地 方 債 ）  68 ,412 68,434  △ 22

（ 社 債 ）  95 ,229 95,267  △ 38

そ の 他  405 405 -

 

中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額 が 取 得 原

価 を 超 え な い も

の  

小 計  403 ,978 404,058  △ 80

合 計  964 ,951 964,862  89

 

(注 )  時 価 を 把 握 す る こ と が 極 め て 困 難 と 認 め ら れ る そ の 他 有 価 証 券  

 （ 単 位 ： 百 万 円 ）

区 分  中 間 貸 借 対 照 表

計 上 額

株 式  4  

そ の 他  3 6 7  

合 計  3 7 1  

 
こ れ ら に つ い て は 、 市 場 価 格 が な く 、時 価 を 把 握 す る こ と が 極 め て 困 難 と 認 め ら れ る こ と

か ら 、 上 表 の 「 そ の 他 有 価 証 券 」 に は 含 め て お り ま せ ん 。  
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（税効果会計関係）  
繰 延 税 金 資 産 の 発 生 の 主 な 原 因 別 の 内 訳 は 、 そ れ ぞ れ 以 下 の と お り で あ り ま す 。  

 
（ 単 位 ： 百 万 円 ）

貸 倒 引 当 金  4 1 7  

賞 与 引 当 金  11  

退 職 給 付 引 当 金  11  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  6  

固 定 資 産 減 損 他  6 7  

繰 越 欠 損 金  4 , 4 2 7  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  4 0 7  

繰 延 税 金 資 産 小 計  5 , 3 5 0  

評 価 性 引 当 額  △ 5 , 11 6  

繰 延 税 金 資 産 合 計  2 3 3  
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(単位：百万円)

金 額 負 債 金 額

257,259 特 定 金 銭 信 託 127,944

( 国 債 ) 244,211 金 銭 信 託 以 外 の 金 銭 の 信 託 435,791

( 外 国 証 券 ) 3,462 有 価 証 券 の 信 託 6,401

( そ の 他 の 証 券 ) 9,586 金 銭 債 権 の 信 託 500

6,400

500

50

227,223

53

79,150

570,638 合 計 570,638

（注）1．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　2．元本補てん契約のある信託については、平成22年9月30日現在取扱残高がありません。

現 金 預 け 金

合 計

金 銭 債 権

そ の 他 債 権

コ ー ル ロ ー ン

銀 行 勘 定 貸

受 託 有 価 証 券

信託財産残高表　（平成22年9月30日現在）

資 産

有 価 証 券
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